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1. はじめに 

電力需要が伸び 悩み、 自由化による 競争が進展する 中、 電力会社にとって、 一層のコスト 削減や新規事業の 展 

開 による収益源の 確保といった 経営課題はますます 重要になってきている。 一方で・エネルギーセキュリティや 
環境負荷低減といった 公益的課題にも、 引き続き積極的に 取り組んでいくことが 求められている。 電力会社がこ 

れ るの課題を克服し、 競争力を確保しっ っ 社会に貢献しっづけていくためには、 短期的な対応策だけでなく、 技 

術革新による 中長期的な解決が 重要になる。 そのためには、 今後も研究開発を 積極的に進め、 着実にその成果を 

生み出して い くことが必要であ る。 

こうした背景の 下、 電力会社においても 研究開発のマネジメントの 役割が重要になってきているが、 その役割 

を効果的に果たしていくためには、 個別研究テーマや 会社全体の研究パフオーマンスを 客観的に評価していくこ 

とが必要不可欠であ る。 しかしながら、 そうした評価をどのように 実施して い くべきかについては、 不明な点が 

多 い のも現状であ る。 そうした中で、 関西電力は 、 い くつかの視点から 自社の研究パフォーマンスの 評価に取り 

組んで、 研究開発のマネジメントの 向上に役立ててきた。 

本稿では、 関西電力における 研究評価の取り 組みについて 紹介し、 それによって 得られたメリットなどについ 

て論じる。 実際に評価を 行う上では、 様々な課題に 直面するが、 それらに対する 対応策も説明し、 同社が取り組 

んできた評価の 有効性を示す。 以下では、 まず、 バランス・スコアカードによる 個別研究テーマの 評価の取り組 

みについて説明する。 次に、 会社全体の研究パフォーマンスを 相対的に評価した 取り組みについて 説明する。 

2. BSC による研究テーマの 評価 

関西電力の研究開発部門においては、 電力自由化等で 厳しさを増す 経営環境を背景として、 研究投資効率の 向 

上 が求められていたとともに、 コーポレート 研究も含めた 全ての研究テーマを 総合的に一括管理する 中で、 評価 

方法自体の効率化についても 改善を必要としていた。 そこで、 全社の研究開発費用の 資源配分に際し、 BSC ( バ 

ランス・スコアカード ) 方式に基づく 研究テーマの 評価手法を開発し、 2002 年から適用を 開始している。 会社レ 
ベルでは、 既に 2000 年より経営計画および 事業計画において BSC に基づく経営戦略を 導入していたが、 それを 

研究開発部門に 活用することによって・ 会社の研究計画に 基づく統一的な 観点から多様な 研究テーマを 客観的に 
評価するとともに、 研究テーマの 実施が全社の 経営戦略とどのように 結びついているかについて、 研究者と研究 

管理者が相互に 認識できることを 可能にしている。 

BSC はバランス・スコアカード (BalancedScorecard) の略称であ り、 米国の キ ヤプランおよび / 一トン博士に 

より 1992 年に提唱されたマネ 、 ジメントの仕組みであ る。 BSC の特徴は、 これまで財務指標により 示されること 

が中心であ った業績評価を、 戦略に沿った「財務」」「顧客」「業務プロセス」「人材と 変革」の 4 つの視点に拡げ、 
それぞれの視点に KSF (KeySuccessFactor) と KP,I (KeyPer 飴血 anceIndjcators) を設定し、 多面的に業績の 評価 

を行 う ことにあ る。 さらに、 戦略をシナリオ 化し、 この 4 つの視点におけるそれぞれの 目標を、 戦略マップ とし 

て 図式化し 紐 つけることにより、 戦略の実現に 至るステップを 明示することにあ る。 このため、 通常は経営戦略 

策定に適用され、 企業または事業単位での BSC が策定されるが、 研究開発部門への 適用事例はあ まりない。 

BSC は ， 初めに全社経営戦略がら 全社戦略マップを 作成し、 その戦略マップを 事業部門にブレークダウンして 

いくという形で 展開される。 しかし、 研究開発部門については、 単純に全社の BSC をブレークダウンさせること 

が困難であ る。 このため、 リンケージスコアカード 手法を導入し、 BSC の設定を行う。 リンケージスコアカード 

とは、 全社や事業部門の 戦略マップに 対して、 研究開発部門としてどのように 貢献するかを 規定したものであ る。 

このリンケージスコアカードに 基づき、 KPI を設定し、 研究開発部門の 戦略マップを 立案することになる ( 図 1)0 
最終的には、 研究開発戦略マップから 研究テーマの 評価 ヘ ブレークダウンさせる 形で評価項目を 設定する。 BSC 
では、 「個別の研究テーマは 研究開発戦略マップの 目標を達成するように、 採択・実施されるべきであ る」と考え 
る。 この考えに則り、 研究開発戦略マップの 目標の達成に 貢献する研究テーマが 高く評価されるような 評価項目 
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図 1. 研究開発部門の BSC の策定 図 2.BSC 体系から導かれる 評価項目 

とする ( 図 2) 。 研究テーマの 取捨選択としては、 合計得点順の 下位 15% 程度が削減対象となるものの、 技術マッ 

プ による研究テーマの 位置づけ、 研究のリスクなども 考慮し、 総合的に評価・ 判断する。 この研究テーマ 評価 手 

法は 、 関西電力社内のイントラ ネ、 ット に研究支援システムの 一部として組み 込まれ、 運用の利便性を 図っている。 

この BSC 手法の導入により、 (1) 個別の研究テーマと 経営戦略との 関連性が明確になり、 総合的な研究評価が 

可能となった、 (2) 研究の位置づけや 目標・ねらいが 明確になり、 研究者にとっての 研究実施のモチベーションが 

向上した、 (3) 個別の研究テーマの 優先順位を客観的判断で 評価することが 可能となり、 研究の中止・ 継続の判断 

が迅速になり 研究投資効率が 向上した、 (4) 経営方針の変更や 戦略目標の見直しに 応じ、 機動的に評価項目の 変更 

が 可能となり、 個別研究テーマの 再評価が容易になった、 (5) 研究テーマのパフォーマンスが 多面的な指標で 可視 

化可能となり、 技術ポートフォリオ 分析も容易に 行えることとなった、 などの効果があ ったと考えられる。 

以上のとおり、 作成した研究開発 BSC であ るが、 年度ごとの経営方針等に 沿って、 定期的に見直しを 行う必要 

があ る。 また、 実際の記入者 ( 研究者 ) ヘアンケートを 実施し、 記入者の視点からの 問題点を抽出し、 改善につ 

なげる作業も 有効であ る。 今後の課題としては、 一連の評価作業にかかる 負荷の軽減のために、 評価項目の数を 

減らしていくことや、 記入者による 評価のばらつきを 減らすため、 設問表現をわかりやすいものにするといった 

ことが挙げられる。 

3, 会社レベルの 研究パフォーマンスの 相対評価 

競争環境下においては、 組織全体の研究パフォーマンスを 同業他社と比較して、 研究開発における 自社の潜在 

的な競争力を 把握しておくことが 重要になると 考えられる。 関西電力では、 BSC による個別研究テーマの 評価に 

加え、 研究所を中心とする 会社全体の総合的な 研究パフォーマンスを 相対的に評価するための 分析を行った。 同 

業 他社として考えたのは、 電力 9 社と、 都市ガスの大手 3 社、 および JR の大手 3 社であ る。 研究のパフォーマ 

ンスをどのように 測るべきなのかは、 必ずしも明確ではないが、 同業他社については 公開データに 頼らざるを 得 

ないため、 今回の試みでは「特許」と「論文」に 関する れくっか のデータを収集し、 主成分分析とデータ 包 給分 

析 (DataEnvelopmentAnalysis, 以下 DEA) という二つの 分析手法を用いて、 研究の総合的なパフォーマンスを 定 

量的に示す指標を 構築した。 特許や論文のデータでは、 研究開発の成果を 必ずしも正確に 捉えられない 側面もあ 
るが、 基本的に、 それらの数が 多いほど、 研究パフォーマンスが 高いと考えることは 決して不自然ではない。 様々 

な問題はあ るにしても、 潜在的な研究開発の 競争力を把握できる 情報の代替案は 他にないため、 今回は特許 と論 

文の データを用いた 分析に踏み切った。 用いた分析手法は、 いずれも複数の 異なる種類のデータを 用いて、 総合 
的な評価を行 う ために採用した 手法であ る。 例えば、 特許数は多いが 論文数は少ない 会社と、 論文数は多いが 特 

計数は少ない 会社について、 総合的に見てどちらのパフォーマンスが 高いかを判断することができる。 

主成分分析とは 多 変量解析の分析手法の 一 つ で、 複数の変数を 一元化して分析対象の 特性を抽出するための 手 

法であ る。 正確には特許や 論文に関するデータの 持っ情報を集約した 第一主成分の 大きさを測る、 ということに 

なるが、 集約の度合 い ( 寄与率と呼ぶ ) が十分大きければ、 それを研究開発の 総合的なパフォーマンスとして 解 
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釈して差し支えないことになる。 この手法により、 計測単位の異なる 変数でも合成することができるため、 「特許」 

と「論文」を 合成した研究パフォーマンスの 指標を作ることが 可能となり、 各社の研究開発のパフォーマンスも、 
主成分得点によって 求めることができる。 なお、 主成分分析では、 変数の数だけ 主成分が得られるので、 二 変数 

の場合は、 第一主成分で 吸収し切れなかった 情報が、 第二主成分で 吸収されることになる。 第二主成分は、 一般 
に 、 何らかの対照をなす 関係を示すものとなり、 それによって 分析対象のタイプ 分けができる。 

一方、 DEA は、 オペレーションズリサーチの 手法の一つで、 一般に複数の 産出と投入を 伴う活動の効率性を 計 

測するための 手法であ る。 この手法を用いることによって、 研究開発活動の 効率性として、 研究パフォーマンス 

を 捉えることが 可能となる。 具体的にほ、 線型計画法を 応用して、 与えられたデータの 中で、 これ以上効率的な 
状態は有り得ないという 意味での効率フロンティアをあ てはめ、 自社の現在の 研究開発活動がそのフロンティア 
にどれだけ近いかによって 効率性を計測すると 考えればよい。 フロンティア 上にあ れば、 最も効率的であ り、 そ 

め 組織にとって、 効率を改善する 余地はないと 考える。 

特許や論文の 数を具体的にどのような 形でデータとするかは、 分析者が考えなければならない。 今回、 主成分 

分析では、 特許に関連して、 特許の出願請求頓教とその 技術分野に関する 多角化指数、 論文に関連して、 逐次刊 
行物に掲載された 論文教とその 他の文献 ( 会議資料、 レポート、 公共資料、 研究発表情報 ) の数をデータとして 
用いた。 DEA では、 研究開発費を 単一の投入要素とした 上で、 特許請求頓教と 文献総数の 2 つ き データとして 用 

ぃ 6 場合 ( 以下、 1 入力 2 出力モデル ) と、 単独出願特許件数、 共同出願特許件数、 逐次刊行物に 掲載された論 
文教、 その他の文献 数の 4 つ き データとして 用いる場合 ( 以下、 1 入力 4 出力モデル ) の 2 通りを考えた。 

特許の数というのは、 出願件数だけでなく、 審査請求件数や 登録件数なども 考えられるが、 出願後のプロセス 

では、 研究の成果とはあ まり関係ない 要因によって 影響される部分が 大きくなる可能性があ るため、 本稿では、 
あ くまで特許の 出願に関するデータを 用いる。 また、 出願に関しては、 単純に出願件数を 数えることもできるが、 
本稿では、 出願の「請求 項 」を数える方が 研究の成果を 示すデータとしてより 適切であ るという考え 方に立ち、 

基本的に出願における 請求 項 数を利用する。 特許の技術分野に 関する多角化指数とは、 単純な件数を 補 う データ 
として、 特許出願の分野の 幅広さを考えるために 含めたものであ る。 新規分野にチャレンジしている 企業ほど、 
出願分野は幅広くなると 考えられるが、 これを研究の 一つの成果を 測る軸として 考えることは 決して不自然では 
ない。 特許多角化指数は、 アイ・ピー・ ビ 一社が算出したもので、 出願に付された IpC ( 国際特許分類 ) のサブ ク 

ラス別に出願請求 項 数を集計の上、 いわゆるハーフィンダール 指数 (HHI) の考え方に基づいて 出願分野の多角 
化の度合いを 測ったものであ る [1] 。 さらに特許の 数を考える場合には、 板引用度を用いて 個々の特許の 重要度を 
考慮することも 考えられるが、 データ収集の 費用対効果を 考え、 今回の分析では 考慮していない。 

論文 ( 文献 ) については、 学術 誌 に掲載された 論文とそれ以外の 文献の区別については 考慮するものの、 基本 
的には、 その件数をデータとして 扱うこととする。 掲載された学術 詰め インパタ ト ・ファクターを 用いて論文の 
質を考慮することも 考えられるが、 今回はデータの 制約もあ り、 考慮していない。 他に、 同じ一本の論文でも、 
分量 ( ぺージ 数 ) が異なるという 問題や、 他社との共著の 場合の貢献度をどう 調整するかという 問題もあ るが、 
データ収集の 費用対効果の 観点から、 このような情報に 関しても考慮していない。 

今回の分析は、 いずれも 2001 年のデータに 基づいて行い、 投入資源と成果の 間の直接的な 関係については 考慮 
しない。 したがって、 2001 年のデータが、 研究開発への 投入資源と成果に 関して、 最近における 平均的な値を 表 

すものと仮定して 評価を行うが、 あ くまで一時点におけるパフオーマンスの 評価であ ることに注意を 要する。 

主成分分析によって 計算された、 第 1 主成分の得点と 第 2 主成分の得点を 散布図で示したのが 図 3 であ る。 第 
1 主成分の寄与率は 60% 近くで、 研究開発の総合的なパフオーマンスとして 解釈することには 問題ないといえよ 
う。 したがって、 図 3 において上に 位置する会社ほど 研究のパフォーマンスが 高いことを示している。 第 2 主成 

分の得点は、 より高ければ 特許重点型で、 より低ければ 論文重点型ということになり、 図 3 において右側に 位置 
するほど特許重点型で 左側に位置するほど 論文重点型であ るということを 示している。 関西電力の第 1 主成分得 
点を見ると、 全体では電力の C 社に次いで高く 、 優れた研究開発パフォーマンスを 示していることが 分かる。 ま 

た 、 第 2 主成分の得点から、 関西電力はどちらかといえば 論文重点型であ る。 最も高 い 研究パフォーマンスを 示 

している電力 C 社は明らかに 論文重点型であ り、 それに比べれば 関西電力はよりバランスがとれていると 見るこ 

ともできる。 一方、 都市ガス各社は 総じて特許重点型であ ることが分かる。 また、 研究開発費と 第 1 主成分の得 
点を散布図にしたのが 図 4 であ る。 図 4 の散布図から、 関西電力はその 研究開発費で 期待される以上のパフォー 
マンスを示していることが 分かる。 対 研究開発費で 調整した研究パフォーマンスでは、 関西電力は全体で 3 位、 

電力会社の中では 1 位であ った。 
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図 3. 第 1 主成分得点と 第 2 主成分得点の 散布図 
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図 4.  第 Ⅰ主成分 ( 研究パフオーマンス )  と研究開発の 関係 
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図 5.DEA による研究パフォーマンス 評価 ( り 図 6.DEA による研究パフォーマンス 評価 (2) 

また、 DEA で分析した 1 入力 2 出力モデルによる 効率性の計測結果は、 図 5 に示す通りであ る。 各社の研究パ 

フォーマンスとしての 効率性は、 最大値が 1 となるよさに 基準化しているが、 関西電力は 0 ． 736 と、 電力会社の 

中では最も効率が 高いという結果になっている。 関西電力を上回る 研究パフオーマンスを 示しているのは、 いず 

れも電力以覚の 会社であ る。 次に、 1 入力 4 出力モデルによる 効率性の計測結果は、 図 6 に示す通りであ る。 こ 

のモデルでは、 関西電力の効率性は 0 ． 840 で、 電力 A 社に次いで電力会社の 中では 2 番目の高さであ った。 

主成分分析と DEA の結果は、 ほぼ整合的であ り、 いずれも関西電力の 研究開発のパフォーマンスは、 電力会 

社の中ではかなり 高いことを示している。 しかし、 同業他社の範囲を 電力以覚にも 広げるならば、 関西電力には 
研究パフォーマンスをさらに 高める余地もあ るといえよう。 今後は、 パフォーマンスの 経年的変化の 分析はもと 

より、 研究開発の戦略策定のために、 技術の分野別に 研究開発のパフォーマンスを 評価していくことも 重要だと 

い える。 その場合には、 分析対象に製造業の 会社などを含めることも 検討することができよう。 

4. まとめ 

本稿では、 関西電力における 研究評価の事例について 概観し、 不完全さは残るにせよ、 様々な手法を 現実に適 

用することによって、 研究開発のマネジメントにとって 有益な情報が 得られることを 明らかにした。 社内におけ 

る 投資効率の向上を 狙った研究テーマの 評価と、 潜在的競争相手を 意識した研究パフオーマンスの 評価は、 相互 

作用によって、 将来にわたり 大きなメリットをもたらすものと 考えられる。 
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